
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（実施状況及び効果検証）

1 緊急支援給付金事業【低所得者世帯給付金】

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰による低所得者の負担を軽減
するため、現金支給することにより低所得者世帯の生活を支援する。
②負補交
③補助金　491世帯×30,000円＝14,730千円
④令和５年度分の住民税均等割非課税世帯

14,730,000 14,730,000 R5.7.1 R5.12.22
生活保護新規申請者数を年３件未満
⇒１件

町民課
社会福祉係

2 緊急支援給付金事業（事務費）町民生活支援事業

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰による低所得者の負担を軽減
するため、現金支給することにより低所得者世帯の生活を支援するにあた
り必要な事務経費。
②需用費、役務費、委託料
③消耗品等    420千円、郵送料84円×900通＝76千円、口振手数料　110
円×520件＝58千円、システム改修費266千円、コピー機使用料　300千円
④令和５年度分の住民税均等割非課税世帯

1,120,441 1,120,000 R5.7.2 R6.3.6
生活保護新規申請者数を年３件未満
⇒１件

町民課
社会福祉係

7 町民生活支援事業

①新型コロナウイルス感染症及びエネルギー・食料価格等の物価高騰の
影響を受けた全町民に対して、こうみPねっと協同組合が発行する商品券
（10,000円相当）を配布して消費を下支えする。
②負補交
③商品券　4,275人×10千円＝42,750千円、商品券換金手数料　42,750千
円×1％＝427千円

43,177,500 30,650,000 R5.6.19 R6.1.26
商券の利用率　95％以上
⇒98.25%

町民課
高齢者支援係

59,027,941 46,500,000

交付金充当
経費（Ｂ）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

効果検証 担当課

合計

Ｎｏ 事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設）

総事業費
（Ａ）


